
















　小売店舗には、日々顧客の ID 付 POS データ（購買履歴データ）が蓄積されている。ID
付 POS データには、「誰が」、「いつ」、「何を」、「いくつ」、「いくらで」購買したかが記録





を与えるマーケティング施策を解明することはできない。ID 付 POS データからマーケティ
ング施策に関する有益な情報を抽出することが小売実務ではもとめられている。また、最
近では学術的にも ID 付 POS データをはじめとする消費者の購買行動履歴を用いた研究
が進められている（Bell, Ho and Tang, 1998；Bell and Lattin, 1998；Bodagni and Srinivasan, 
2001；Fox, Montgomery and Lodish, 2004；Rhee and Bell, 2002；Briesch, Chintagunta and 
Fox, 2009；山田・佐藤 , 2016；山田・佐藤 , 2020）。
　消費者の購買行動は、顕在変数間の抽出のみで解明できるものではないという認識が重
要になっている（佐藤 , 2018）。これは、消費者行動に内在する情報（潜在的要因）を考
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　本稿の残りの部分は次のように構成する。第 2 節では分析データ、第 3 節では提案モデ





　本稿では、名古屋地区にある A 百貨店の ID 付 POS データとコーザルデータとして各
顧客に送付した内容（最寄品・買回品・専門品、ポイント・特典）毎の DM 枚数、イベ
ント催事毎の開催の有無および各顧客のデモグラフィックデータを用いた。はじめに A
百貨店の総顧客数 222,148 名の内、2008 年４月１日～ 2010 年３月 31 日（対象期間）の
間の店舗総売上の 80％を構成する優良顧客 50,697 名（全顧客数の 22.8％）を抽出した。
つぎに、2008 年度（2008 年４月１日～ 2009 年３月 31 日）と 2009 年度（2009 年４月１
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来店回数による顧客分類に基づく百貨店顧客の客単価形成の解析











る。購買と来店を同一行動とし、2008 年度と 2009 年度の来店回数を比較した場合、20%
程度の増減は意図したものではなく偶発的に発生したものであると仮定する。ここで変動
率が 20％範囲内の顧客を来店維持顧客と位置付ける。一方、2008 年度と比較して 2009 年
度の来店回数が 120％を超えて増加した顧客を来店増加顧客、80％未満の顧客を来店減少
顧客と定義する（図１）。
　分類の結果、来店増加顧客（１グループ）が 1,443 名、来店維持顧客（２グループ）が 1,761
名、来店減少顧客（３グループ）が 1,796 名となった。図２には、各グループの 2009 年
度客単価の分布を示した。図中、箱の枠は第 1 四分位点から第 3 四分位点、頂上と底は
それぞれ 95％分位点、５％分位点を示し、底辺に分布しているほど客単価が小さい。相
対的に、来店増加顧客の客単価（平均値 13,136 円）が最も高く、来店減少顧客（平均値
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 単位は月 は顧客、時点をそれぞれ示す。（1）式は顧客 




　 は顧客グループ  の顧客  の説明変数に対する反応係数である。（2）
式は、第  グループの全体尤度を示す。以降で  は転置を示す。









デルを援用して定式化する。（3）式、（4）式、（5）式および（6）式は、第  月の顧客  
のストアロイヤルティ、商品（最寄品・買回品・専門品）のロイヤルティのモデルをそれ
ぞれ示す。




　 、 、 、 はそれぞれロイヤルティの更新の程度を決める平滑化パラメータであ
る。  は顧客  が時点  に店舗に訪問した回数、 、 、および は、
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　 は第  グループの全顧客共通の係数行列（12 行× 8 列）を、 は（12 行× 1 列）
の誤差項ベクトルを、  はその分散共分散行列（12 行× 12 列）を示す。
　 と同様に 、 、 、 にも階層モデルを仮定する。これらのパラメータの階層
モデルは を例にとって示せば、 を被説明変数とする。
は全顧客共通の係数（1 行× 8 列）である。 は誤差項（スカラー）を、 はその
分散を示す。
　　　　　　　　　　　(8)













徴的な部分である。 、  および 、 、 の発生にはギブスサン
プラーを、ストア・商品ロイヤルティの構造モデルの平滑化パラメータ 、 、 、
の発生にはランダムウォーク・メトロポリス・ヘイスティング・サンプラーを用いる。なお、
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　表 4 は、来店減少顧客グループ  における個人ごとの反応パラメータ  の
事後統計量の算定結果である。事後平均と有意構成比を見ると、ストアロイヤルティ（事
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　ここでは、紙幅の都合上、反応パラメータ  の階層モデルにおける回帰係数 の有意
性検証結果だけを取り上げた。平滑化パラメータの階層モデルにおける回帰係数
についても有意性検証結果を用いることによって同様の評価が可能である。
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プセリング戦略、そしてチャネル管理戦略がある（Kamakura, Mela, Ansari, Bodapati, Fader, 
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階層モデル の係数パラメータ 、分散共分散行列 は、多変量正
規分布、逆ウィシャート分布をそれぞれ設定する。
ここで
ここで ， は個体内モデル， は階層モデルの説明変数の数を示す。





















は ， は を顧客全体でまとめ転置させた行列である。
　　　　　　　　　　　(A6)






 ，  ，  ，  ，  ，  においても上記と同様に推定される。
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